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研究要旨 

 当研究の目的は、国が推進する新たな地域医療構想を踏まえ、地域の人口構造とその推計、医療需

要、医療資源と医療機関機能･病床機能等の実態を把握し、アクセス可能かつ持続可能な医療提供体制

構築と新たな構想の策定ガイドライン等に資するデータ･情報と分析方法･活用方法の具体的な提示を行

うことである。申請者らはこれまでに NDB を用い、また数府県と連携協働し、大規模レセプト・DPC デ

ータ、病床機能報告など多様なデータを用い、地域医療システムの実態把握や定量化、地域毎の医療の

質指標の開発を行ってきた。これらの実績を礎とし、地域の実情に応じた政策に役立つエビデンスを創

出するため、具体的には以下を行う。（１）分析指標および医療機関機能報告案の策定、（２）DPC デー

タ等を用いた疾患別実態分析、（３）GIS を用いた医療アクセシビリティの可視化、（４）DPC データや

レセプトデータ、オープンデータによる地域の可視化。 

（１）分析指標および医療機関機能報告案の策定：医療機関の機能分化と持続可能性を客観的に評価す

るため、従来の病床機能報告では不足している人的資源や救急・在宅対応力等を網羅する新たな機能評

価項目の開発を行った。具体的には、診療科別医師数から育休取得率等の就労環境、DX 対応状況までを

含む 6 カテゴリ（医療機能基盤、救急、在宅、機能別役割、人材確保、ICT・DX）の報告項目案を提示

した。本指標案は、各医療機関の多角的な実態把握と、今後の地域医療構想における新たな評価枠組み

として機能することが期待される。 

（２）DPC データ等を用いた疾患別実態分析：高齢者救急の代表的疾患である誤嚥性肺炎や尿路感染症

等に着目し、DPC データを用いて病院群別の受入実態のばらつきを定量的に解析した。MDC04（呼吸器系

疾患）で緊急入院した症例のうち誤嚥性肺炎が占める割合は、同一の DPC 病院群内であっても 10%台か

ら 80%と極めて大きなばらつきがあることが判明した。対象病院数は少ないものの特定機能病院におい

ても 40%近い割合を示す施設が認められた。これにより、従来の病院群区分等では捉えきれない各医療
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機関の実際の役割（高齢者救急の受け皿としての機能等）を精緻に評価する必要性が示唆された。 

（３）GIS を用いた医療アクセシビリティの可視化：高度専門医療等へのアクセス格差を明らかにする

ため、京都府をモデルケースとし、国勢調査のグリッドデータと医療機関の位置情報を結合させ、自動

車による到達時間距離に基づく医療アクセシビリティを解析した。その結果、急性期病院への 30 分以

内アクセスはおおむね確保されている一方、がん手術のハイボリュームセンターへは北部を中心に自動

車で 60〜120 分を要する地域が存在することを特定した。単なる病床数だけでなく、地理的な時間距離

を考慮した「アクセスの公平性」を議論するための有力なエビデンスとなることが示された。 

（４）DPC データやレセプトデータ、オープンデータによる地域の可視化：自治体のレセプトデータ等

を用いて、患者住所と医療機関住所に基づく疾患別の入院医療の自己完結率のクロス集計表を作成し、

さらに各疾患を MDC に準じて分類したレーダーチャートを作成した。これにより、医療圏ごとにどの疾

患が自地域で対応でき、どの医療圏へ流出しているかを明らかにした。また、DPC データを用いて、脳

梗塞に対する早期リハビリテーション実施割合などの臨床指標を医療圏ごとに可視化した。これらの指

標の地域差を可視化する手法は、自治体が科学的根拠に基づいた地域医療計画を策定する際の具体的な

基礎資料として有効であり、次年度以降の実装への道筋が立った。  

Ａ. 研究目的 

 当研究の目的は、新たな地域医療構想を踏まえ、

地域の人口構造とその推計、医療需要、医療資源

と医療機関機能･病床機能等を把握し、アクセス

可能・持続可能な医療提供体制構築と新たな地域

医療構想の策定に資するデータ･情報と分析方法･

活用方法の具体的な提示を目的とする。 

 申請者らはこれまでにＮＤＢを用い、また数府

県と連携協働し、大規模レセプト・DPC データ・

府県レセプト等統合データ、病床機能報告、医師

データほか多様なデータを用い、地域医療システ

ム（需要供給、諸機能のアクセス、病床機能状況、

連携実態等）の把握・定量化の研究開発に携わり、

重要領域の地域毎の医療の質指標（アクセスを含

む）の開発･算出、全国医師データを用いた地域

別の医師需給評価や将来推計をも行ってきている。

これらの実績をも礎に、新たな地域医療構想に具

体的に資するべく以下の研究開発を進める。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は以下の 4 つの項目で構成される。 

（１）分析指標および医療機関機能報告案の策

定：従来の病床機能報告では不足している人的資

源や救急・在宅対応力等を網羅するため、医療機

関の機能を評価するための 6 カテゴリ（医療機能

基盤、救急、在宅、機能別役割、人材確保、

ICT・DX）の項目案を策定し、その妥当性を検討

する。 

（２）DPC データ等を用いた疾患別実態分析：高

齢者救急の代表的疾患である誤嚥性肺炎や尿路感

染症等に着目し、DPC データを用いて病院群別の

受入実態のばらつきを定量的に解析する。 

（３）GIS を用いた医療アクセシビリティの可視

化：京都府をモデルケースとし、国勢調査のグリ

ッドデータと医療機関の位置情報を結合させ、自

動車による到達時間距離に基づいた医療アクセシ

ビリティ（急性期医療、がんハイボリュームセン

ター等）を可視化・評価する手法を構築する。 

（４）DPC データやレセプトデータ、オープンデ

ータによる地域の可視化：各データを用いて患者

住所と医療機関住所を用いた地域単位の診療の自

己完結率や地域単位の臨床指標を作成し、新たな

地域医療構想を策定する上での基礎資料とする。

ならびに社会経済要因や診療報酬改定、学術活動

が地域医療体制や診療の質に及ぼす影響の分析を

行う。 
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（倫理面への配慮） 

本研究は、「人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針」に基づき、京都大学大学院

医学研究科・医学部及び医学部附属病院 医の倫

理委員会の承認（受付番号：研究（２）は

R0135、研究（４）は R0438）を受けて実施し

た。研究（１）、(３)は公表データに基づくた

め、倫理審査は不要とされた。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）医療機関機能報告項目の提案：医療機関の

機能分化と持続可能性を評価するため、人的資源

（診療科別医師数等）から就労環境（育休取得率

等）、DX 対応状況までを含む 6 カテゴリの新たな

報告項目案を提示した。 

（２）誤嚥性肺炎の受入実態の可視化：当研究室

保有の DPC データを用いた分析の結果、MDC04

（呼吸器系疾患）で緊急入院した症例のうち誤嚥

性肺炎が占める割合は、同一の DPC 病院群内であ

っても 10%台から 80%と極めて大きなばらつきが

あることを明らかにした。対象となる病院数は少

ないが特定機能病院においても 40%近い割合を示

す施設が認められた。 

（３）医療アクセシビリティの地域差の特定：

京都府における解析の結果、急性期病院への 30

分以内アクセスはおおむね確保されている一方、

がん手術のハイボリュームセンターへのアクセス

には地域差があり、北部を中心に自動車で 60〜

120 分を要する地域が存在することを特定した。 

（４）DPC データやレセプトデータ、オープンデ

ータによる地域の可視化：自治体のレセプトデー

タを用いて患者住所と医療機関住所に基づく疾患

別の患者居住地域における入院医療の自己完結率

のクロス集計表を作成する。また各疾患を MDC に

準じて分類を行い、レーダーチャートを作成す

る。これにより医療圏ごとにどの疾患が自分の地

域で対応でき、どの医療圏に流出しているかを明

らかにすることができる。また DPC データを用い

て臨床指標(脳梗塞に対する早期リハビリテーシ

ョンの実施割合等)を医療圏ごとに棒グラフや表

で可視化する。これにより臨床指標の地域差を可

視化し、医療の質の地域差についても検討するこ

とを目指す。その他、地域レベルの社会経済要因

が平均寿命等の健康指標に及ぼす空間的波及効果

（Spatial spillover effects）を明らかにし

た。さらに、診療の質プロセスを通して学術活動

が急性心筋梗塞のアウトカムに及ぼす影響を因果

媒介分析により示した。2024 年からの医師の働

き方改革の循環器領域の診療における影響につい

て DPC データを用いて分析を行い、現時点では診

療に大きな影響がないことを示した。 

 

Ｄ．考察 

（１）医療機関機能の多角的な評価の必要性： 

誤嚥性肺炎の受入割合に大きなばらつきが見られ

たことは、従来の病院群等の区分だけでは捉えき

れない、各医療機関の実際の役割（高齢者救急の

受け皿としての機能等）を精緻に評価する必要性

を示唆している。 

（２）アクセシビリティに基づく資源配置の検

討： GIS 解析により、高度な専門医療（がん等）

へのアクセス格差が定量的に示された。これは、

新たな地域医療構想において、単なる病床数だけ

でなく、地理的な時間距離を考慮した「アクセス

の公平性」を議論するための有力なエビデンスと

なる。 

（３）EBPM の推進： 提案した 6 カテゴリの指標

案および GIS 解析手法は、自治体が科学的根拠に

基づいた地域医療計画を策定する際の具体的なツ

ールとして有効であり、次年度以降の汎用化・実

装への道筋が立った。 

 

Ｅ．結論 

 本研究により、医療機関機能の新たな評価枠組

み（6 カテゴリ案）を提示するとともに、高齢者

救急の実態や高度医療へのアクセシビリティにお
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ける顕著な地域差・施設差を定量的に明らかにし

た。これらの成果は、厚生労働省が進める「新た

な地域医療構想策定ガイドライン」において、よ

り実効性の高いデータセットおよび解析手法とし

て活用されるポテンシャルを有していると思われ

る。 
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 3.その他 
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図 1. 地域医療の実態を多角的に把握するため、医療機関機能報告に収集すべき項目を地域医療構想及び医療計画等に関する検討会の医療機関

の分類をもとに以下の 6 カテゴリに分類し提案した。 
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図 2. 悪性腫瘍手術のハイボリュームセンターへのアクセス時間 

 
図 3. 緊急入院症例における MDC04 に占める誤嚥性肺炎の割合 

 
 

QIP プロジェクトより. http://med-econ.umin.ac.jp/QIP/ 
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